
 

第1 適用範囲 

 この積算基準は、都市部官民境界基本調査業務に適用する。なお、この積算基準により難い特

殊なものについては、別途該当する資料等を準用して行うことができるものとする。 

 

第２ 積算基準 

１．経費の構成 

                            直接人件費 

                 直接経費（税抜）    機械経費      直接作業費 

                       需用費（材料費） 

都市部官民境界基本調査費              需用費（消耗品費等） 

安全費 

                            精度管理費 

                            打合せ 

諸経費 

成果検定費 

                  

 

消費税相当額 

 

２．算定方法 

都市部官民境界基本調査費は次式により算定する。 

 都市部官民境界基本調査費＝直接経費（税抜）＋消費税相当額 

 

（１）直接経費   

１）直接経費（税抜） 

直接経費（税抜）は、作業を実施するために直接必要な費用で、次の各項目に定めるものに

ついて計上する。 

   ①直接人件費 

作業を実施するために必要な技術者及び労務者等の費用は作業歩掛を用いて算定する。

技術者の基準日額については国土交通省より公開されている設計業務委託等技術者単価を

参考とする。 

なお、労務者は普通作業員とする。都道府県毎の普通作業員の基準額については、国土

交通省より公開されている公共工事設計労務単価を参考とする。 

②機械経費 

測量作業を実施するのに必要な機械経費は、機械の損料及び雑器具費とし、その費用は

作業歩掛を用いて算定する。機械の損料については、国土交通省国土地理院より公開され

ている測量機械等損料を参考に算定する。 

③需用費（材料費） 

作業を実施するために必要な杭等の費用は作業歩掛を用いて算定する。図上街区点標識

数は表１のＴＥ工程標準点数を参考とする。 



 

 

 

表１ ＴＥ工程標準点数 

                                                 点／km２ 

 
縮     尺 

１／２５０ １／５００ 

筆界点数(参考) 12,500 7,700 

図上街区点標識数 7,500 4,620 

※図上街区点標識数は、筆界点数に街区係数X=0.6を乗じたもの。 

 

④需用費（消耗品費等） 

作業を実施するために必要な作業用消耗品、通信運搬費、修繕費、伐開費及び補償費、

倉敷料等の費用とし、作業歩掛を用いて算定する。 

⑤安全費 

交通整理等に要する費用は次式により算定する。 

    安全費＝（直接作業費）×（安全費率） 

    安全費率は表２を参考とする。 

 

表２ 安全費率 

地域 

場所 
大市街Ⅱ 大市街Ⅰ 

市街Ⅰ 

市街Ⅱ 
その他 

主として現道上 ４．０％ ３．５％ ３．０％ ２．５％ 

 

⑥精度管理費 

測量の精度を確保するために行う検測、精度管理表の作成、機械器具の検定等に要する

費用であり、次式により算定する。 

     精度管理費＝｛(賃金又は直接人件費)＋(機械経費)｝×(精度管理費係数) 

      精度管理費係数は 表３を参考とする。 

 

表３ 精度管理費係数 

対 象 工 程 精度管理費係数 

ＴＣ工程 ０．０９ 

ＴＤ工程 ０．０７ 

ＴＥ工程 ０ 

ＴＦ工程 ０．０７ 

ＴＬ工程 ０ 

ＴＲ工程 ０ 

ＴＨ工程 ０ 



 

 

⑦打合せ 

作業の打合せに必要な歩掛は表４を標準とする。 

 

表４ 作業打合せに必要な歩掛 

名称 

打合せ時期 
測量主任技師 測量技師 

着 手 時 １ １ 

最   終 １ １ 

    本歩掛は打合せ１回当たりの配置人員である。打合せ回数及び１回当たりの打合せ日数

は、現場条件及び作業内容等により必要に応じ適宜増減することとする。 

⑧諸経費 

諸経費は次式により算定する。 

    諸経費＝（成果検定費を除く直接経費）×（諸経費率） 

     諸経費率については、次式により求めた率以内とする。 

      諸経費率（％）＝371.23×［（成果検定費を除く直接経費：円）］－0.107  

      （ただし、上限91.2％、下限51.7%とする。） 

   （注）諸経費率の値は、小数点以下第２位を四捨五入して小数点以下第１位 

止めとする。 

 

⑨成果検定費 

都市部官民境界基本調査成果の成果検定費については、各検定機関に公表している検定

料金を参考に算定する。 

 

２）消費税相当額 

消費税相当額＝（直接経費（税抜））×（消費税率及び地方消費税率） 

 

（２）作業条件の変化に対する適用上の考え方 

１）調査の歩掛は調査地域の傾斜度及び毎筆の土地の形状等により大きく違うので、これらの

諸条件を係数として表示する。 

２）地域条件が二つ以上になる場合は、計画区もそれぞれの条件毎に設定し、調査費の合算に

諸経費等を計上するものとする。 

３）作業区分に変化率を適用した事業費算定式 

各工程事業費＝工程基準額（円／ｋ㎡）×変化率 

（変化率は、小数点以下第３位を四捨五入のうえ小数点以下第２位止め） 

４）作業区分の変化率の算定方法 

ＴＣ工程＝〔α×Ｙ〕×実施面積 

（調査面積が0.25k㎡（縮尺1/250、1/500）未満の場合で、新点1点設置する必要がある場合

は以下のとおり変更できるものとする。） 



 

  ＴＣ工程＝〔α×Ｙ〕×（設置点数/標準点数） 

ＴＤ工程＝〔α×β×δ×ε×Ｙ〕×実施面積 

  ＴＥ工程＝〔α×γ×δ〕×実施面積 

  ＴＥ工程（図上街区点標識数）＝〔標準数量×γ×δ〕×実施面積 

※ＴＲ工程において図上街区点への標識等の設置を行う際に、金属鋲等の材料費を計上する

場合に限り算定する。 

ＴＦ工程＝〔α×β×γ×δ×ε〕×実施面積 

ＴＬ工程＝〔η〕 

  ※補正係数（ω）を実施面積当たりで算出するため、実施面積は変化率に含まない。 

ＴＲ工程＝〔θ×κ〕×実施面積 

※ＴＲ工程において現地復元を実施する場合には、逆打計算工程及び復元杭設置工程にκ係

数を乗じるものとする。 

ＴＨ工程（原図枚数）＝標準枚数×実施面積 

 

５）変化率の各係数 

各工程における調査地域の諸条件係数は表５とする。 

 

表５ 諸条件係数 

        係数 

作業工程 

傾斜 

区分 

視通 

障害 

一筆平

均面積 

一筆 

形状 

縮尺・ 

精度 

計画区 

形状 

地形 

縮尺 

地形 現地

復元 

ＴＣ工程 α     Ｙ    

ＴＤ工程 α β  δ ε Ｙ    

ＴＥ工程 α  γ δ      

ＴＥ工程（図上街区点標識数）   γ δ      

ＴＦ工程 α β γ δ ε     

ＴＬ工程       η   

ＴＲ工程        θ κ 

ＴＨ工程          

 

①α係数 

α(アルファ)係数は、計画区の傾斜区分ごとに歩掛増を考慮するもので、表６とする。 

 

表６ α係数 

傾 斜 区 分 平均傾斜度 α係数 

平  坦  地 

緩 傾 斜 地 

中 傾 斜 地 

急傾斜地（１） 

急傾斜地（２） 

急  峻  地 

０度以上 ３度未満 

３度以上 ９度未満 

９度以上２０度未満 

２０度以上２８度未満 

２８度以上３５度未満 

     ３５度以上 

１．００ 

１．１５ 

１．３５ 

１．６０ 

１．８５ 

２．０５ 



 

    なお、傾斜区分の判定は、５万分の１地形図又はそれ以上の大縮尺地形図上にお

ける平均傾斜度で行う。 

 

②β係数 

β(ベータ)係数は、計画区の視通障害区分ごとに歩掛増を考慮するもので、表７とす

る。 

 

表７ β係数 

視通障害区分 説     明 ＴＤ工程 ＴＦ工程 

農  Ｉ 農地等で見通しが容易な地域 １．００ １．００ 

農  Ⅱ 

農Ｉに比し宅地樹木その他見通し

の障害となるものが３０％前後混

在する地域 

１．１４ １．３２ 

山  Ⅱ 

山Ｉと農Ⅱの中間で樹木等見通し

の障害となるものが７０％前後混

在する地域 
１．２８ １．５８ 

山  Ｉ 
樹木、その他見通しの障害となる

ものが覆い茂っている地域 
１．３３ １．６４ 

市街 Ｉ 
市街地、村落地域：家屋密集度４

０％前後 
１．３８ １．７０ 

市街 Ⅱ 

市街地、村落地域のうち、一筆平

均面積が狭小で、かつ、筆界点又

は筆界線付近に家屋、ブロック塀

等が著しく密集している地域：家

屋密集度６０％前後 

１．５０ １．８５ 

大市街Ⅰ 
DIDで特に密集度の高い地域：家

屋密集度８０％前後 
１．６５ ２．００ 

大市街Ⅱ 
DIDで特に密集度の高い地域：家

屋密集度９０％前後 
１．８１ ２．１５ 

 

③γ係数 

γ(ガンマ)係数は、計画区の一筆平均面積の区分ごとに歩掛の増減を考慮するもので、

表７－１とする 

  



 

表７－１ γ係数 

      縮尺 

一筆       

平均面積   

ＴＦ工程 ＴＥ工程 

／250 ／500 ／1000 ／2500 ／5000 共 通 

  100㎡以下 

  101～  150㎡ 

   151～  200㎡ 

  201～   250㎡ 

  251～  300㎡ 

  301～  400㎡ 

  401～  500㎡ 

  501～  650㎡ 

  651～  800㎡ 

  801～ 1000㎡ 

 1001～ 1300㎡ 

 1301～ 1700㎡ 

 1701～ 2200㎡ 

 2201～ 2800㎡ 

 2801～ 3500㎡ 

 3501～ 4000㎡ 

  4001～ 5000㎡ 

 5001～ 7000㎡ 

 7001～ 10000㎡ 

 10001～ 14000㎡ 

 14001～ 20000㎡ 

 20001～ 25000㎡ 

 25001～ 30000㎡ 

 30001～ 45000㎡ 

 45001～ 70000㎡ 

 70001～100000㎡ 

100001～150000㎡ 

150001～220000㎡ 

220001㎡ 以上  

1.52 

1.17 

1.00 

0.91 

0.84 

0.74 

0.68 

0.60 

0.55 

0.50 

0.45 

0.40 

0.36 

0.32 

0.29 

0.28 

0.25 

0.22 

0.19 

0.16 

0.14 

0.13 

0.12 

0.10 

0.08 

0.07 

0.06 

0.05 

0.04 

2.43 

1.95 

1.66 

1.51 

1.39 

1.23 

1.12 

1.00 

0.91 

0.83 

0.74 

0.66 

0.59 

0.54 

0.49 

0.46 

0.42 

0.36 

0.31 

0.27 

0.23 

0.21 

0.19 

0.16 

0.13 

0.12 

0.10 

0.08 

0.07 

4.51 

3.40 

2.95 

2.68 

2.48 

2.19 

1.99 

1.78 

1.63 

1.48 

1.32 

1.18 

1.06 

0.95 

0.87 

0.82 

0.74 

0.64 

0.55 

0.48 

0.41 

0.37 

0.34 

0.29 

0.24 

0.21 

0.17 

0.15 

0.13 

8.12 

6.30 

5.34 

4.85 

4.49 

3.97 

3.60 

3.22 

2.95 

2.68 

2.39 

2.13 

1.91 

1.72 

1.57 

1.48 

1.35 

1.16 

1.00 

0.87 

0.74 

0.68 

0.62 

0.53 

0.43 

0.37 

0.31 

0.27 

0.23 

12.10 

12.10 

10.16 

9.23 

8.54 

7.55 

6.86 

6.13 

5.61 

5.10 

4.56 

4.06 

3.64 

3.28 

2.98 

2.82 

2.56 

2.22 

1.90 

1.65 

1.41 

1.29 

1.19 

1.00 

0.83 

0.71 

0.60 

0.51 

0.44 

6.95 

4.90 

3.80 

3.10 

2.65 

2.05 

1.70 

1.37 

1.16 

1.00 

0.84 

0.71 

0.62 

0.55 

0.50 

0.48 

0.44 

0.30 

0.22 

0.18 

0.17 

0.13 

0.12 

0.11 

0.10 

0.09 

0.07 

0.07 

0.07 

 

   都市部官民境界基本調査における1k㎡当たり標準筆数及び平均面積は、表７－２を参考と

する。 

 

表７－２ 1k㎡当たり標準筆数・平均面積 

視通区分 標準筆数 平均面積/筆 視通区分 標準筆数 平均面積/筆 

市街Ⅰ 3,000 筆 333 ㎡ 農Ⅰ 1500 筆 666 ㎡ 

市街Ⅱ 5,000 筆 200 ㎡ 農Ⅱ 2000 筆 500 ㎡ 

大市街Ⅰ 7,000 筆 142 ㎡ 山Ⅱ 1000 筆 1,000 ㎡ 

大市街Ⅱ 10,000 筆 100 ㎡ 山Ⅰ 500 筆 2,000 ㎡ 

 

 

 



 

④δ係数 

δ(デルタ)係数は、計画区の一筆の形状による区分ごとに歩掛減を考慮するもので、表８

とする。 

 

表８ δ係数 

一筆の形状による区分 δ係数 

整  形  地 

不 整 形 地 

０．８０ 

１．００ 

   

⑤ε係数 

ε(イプシロン)係数は、計画区の縮尺及び精度の区分ごとに歩掛増を考慮するもので、

表９とする。 

 

表９ ε係数 

縮尺＼精度 甲 １ 甲 ２ 甲 ３ 乙 １ 乙 ２ 乙 ３ 

全縮尺 1.20 1.10 1.00 

 

⑥Ｙ係数 

Ｙ(ワイ)係数は、計画区全体の形状による作業効率を考慮した係数で面積（k㎡）に対

する周囲の延長（km）の累乗の比により表１０の区分０～IIIとする。ただし、土地改良

事業の確定測量等により周辺の土地が調査済みとなり取り残された村落等や国有林に囲

まれた民地等の場合において、計画区が３箇所以上に分かれ、かつ、各々の面積が１ｋ

㎡未満で、分散する計画区を結んでできる多角形の内部の面積が計画区の面積の２倍以

上である場合は、区分IVを使用できる。 

 

表１０ Ｙ係数 

区分 (周長)2／ 面積 ＹＣ ＹＤ 

０ 49倍未満 1.00 1.00 

Ｉ 49倍以上 100倍未満 1.05 1.05 

II 100倍以上 144倍未満 1.05 1.07 

III 144倍以上 1.05 1.10 

IV （飛  地） 2.00 1.25 

 

 

 



 

⑦η係数 

η(エータ)係数は、TL工程における計画区の地形及び縮尺区分ごとに歩掛増を考慮する

もので、表１１とする。 

 

表１１ η係数 

縮尺 1/250 1/500 

    地形 

地域 

平坦・

緩傾 
中緩傾 急傾１ 

急傾２

・急峻 

平坦・

緩傾 
中緩傾 急傾１ 

急傾２・

急峻 

大市街Ⅱ 4.2 － － － 3.3 － － － 

大市街Ⅰ 3.8 － － － 2.9 － － － 

市街Ⅱ 3.3 4.5 － － 2.4 3.3 － － 

市街Ⅰ 2.1 3.0 － － 1.5 2.4 － － 

農地Ⅰ、農地Ⅱ 1.4 1.8 － － 1.0 1.5 － － 

山Ⅰ、山Ⅱ － 2.6 6.0 6.7 － 2.1 4.8 5.6 

 

⑧θ係数 

θ(テータ)係数は、TR工程における計画区の地域区分ごとに歩掛増を考慮するもので、

表１２とする。 

 

表１２ θ係数 

地 域 大市街Ⅱ 大市街Ⅰ 市街Ⅱ 市街Ⅰ 農Ⅰ、農Ⅱ、山Ⅰ、山Ⅱ 

係 数 2.0 1.8 1.5 1.3 1.0 

   

   ⑨κ係数 

    κ（カッパ）係数はTR工程において現地復元をする場合に計画区の地域区分ごとに歩掛 

   減を考慮するもので、表１３とする。 

 

  表１３ κ係数 

地 域 大市街Ⅱ、大市街Ⅰ 市街Ⅱ、市街Ⅰ 農Ⅰ、農Ⅱ、山Ⅰ、山Ⅱ 

係 数 0.8 0.6 0.4 

 

（４）作業歩掛 

各工程の作業歩掛の内訳は、作業歩掛表による。また、調査区域に街区基準点等が存在する場

合、ＴＤ工程にかかる経費は、係数Ｚを乗じるものとし、Ｚは８５％を標準とする。 

１）補正係数ωについて 

ＴＬ工程における歩掛の補正係数ω（オメガ）は、次式により算出するものとする。 

  ω＝Ｙ／１００（小数点以下第３位を四捨五入のうえ小数点以下第２位止め）  

  Ｙ＝４８６．３８×実施面積（ｋ㎡）×ι＋５１．３６２ 

 長狭物係数ι(イオタ)は３０％を標準とし、調査区域全域を実施する場合(全筆測量)は１０

０％とする。 



 

（例）実施面積１ｋ㎡・通常の場合 

    Ｙ＝４８６．３８×１．０（実施面積（ｋ㎡））×０．３（長狭物係数ι）＋５１．３６２ 

    ω＝１９７．２７６／１００ 

    ω＝１．９７（小数点以下第３位を四捨五入のうえ小数点以下第２位止め） 

 

２）ＴＥ工程の歩掛表について 

  ＴＥ工程はその仕様が実施する市区町により異なるため、仕様書記載の作業内容を確認し

適切な歩掛表を選択して積算するものとする。ＴＥ工程歩掛表の種類とその作業内容につい

ては以下の通り。 

  ①現地調査(TE)・標準 

   標準的な作業内容の場合は、この歩掛表を選択する。 

・現地調査図の作成 

    ・資料収集（公図及び道路台帳附図等、都市計画図） 

 

  ②現地調査(TE)・パターン0 

   標準的な作業内容に資料収集等が追加されている場合は、この歩掛表を選択する。 

・現地調査図及び所有者一覧表の作成 

    ・資料収集（公図及び登記事項要約書、地積測量図、道路台帳附図等、都市計画図） 

 

③現地調査(TE)・パターン1 

  標準的な作業内容に資料収集等及び境界調査図（地籍調査における調査図素図）の作成

が追加されている場合は、この歩掛表を選択する。 

・現地調査図及び境界調査図、所有者一覧表の作成 

    ・資料収集（公図及び登記事項要約書、地積測量図、道路台帳附図等、都市計画図） 

 

④現地調査(TE)・パターン2 

  標準的な作業内容に資料収集等及び境界調査図（地籍調査における調査図素図）、境界

調査票（地籍調査における地籍調査票）の作成が追加されている場合は、この歩掛表を選

択する。 

・現地調査図及び境界調査図、境界調査票、所有者一覧表の作成 

    ・資料収集（公図及び登記事項要約書、地積測量図、道路台帳附図等、都市計画図） 

 

⑤現地調査(TE)・パターン3 

  標準的な作業内容に資料収集等及び境界調査図（地籍調査における調査図素図）、境界

調査票（地籍調査における地籍調査票）の作成、同時に実施される官民境界等先行調査の

現地立会時の説明補助作業が追加されている場合は、この歩掛表を選択する。 

・現地調査図及び境界調査図、境界調査票、所有者一覧表の作成 

    ・資料収集（公図及び登記事項要約書、地積測量図、道路台帳附図等、都市計画図） 

    ・現地立会説明補助 

 



都市部官民境界基本調査

調査の区分

標準作業量

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

普
通
作
業
員

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

普
通
作
業
員

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

普
通
作
業
員

計

工　程　管　理 内 1 1 1.3 1.3 1.3 1.3 2.6

計 画 内 1 1 1 1 0.3 0.3 0.5 0.5 0.3 0.3 0.5 0.5 1.6

踏査・選点 外 1 1 1 2.6 2.6 2.3 2.6 2.6 2.3 7.5

伐 採 外 1 1 2 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 1.8 3.6

埋 設 外 1 1 2 2.3 2.3 2.3 2.3 2.3 4.6 9.2

観 測 外 1 4 4 1.3 1.3 1.2 1.3 5.2 4.8 11.3

計 算 整 理 内 1 1 1 1 0.4 0.9 1.3 1.0 0.4 0.9 1.3 1.0 3.6

2.0 2.5 1.8 1.5 7.8

7.1 11.0 13.5 31.6

2.0 9.6 12.8 1.5 13.5 39.4

単位 数量

本 4

本 4

㍑ 57

式 1

単位 数量

台日 5.2

〃 1.3

〃 11.0

台時 22.0

式 1.0

トータルステーション 2級

ガソリン 2.6㍑×22.0h

雑品費

各費目に対する対象金額の割合

作業歩掛表

都市部官民境界基本三角測量(TC) 縮　　尺 １／２５０～１／５００

１k㎡ 新点 4点 作業条件 平坦地

工　　程

内
外
業
別

直　接　人　件　費

編　成（Ａ） 所要日数（Ｂ） 歩　掛（（Ｃ）＝（Ａ）×（Ｂ））

内　　　　業

外　　　　業

計

需　用　費（材　料　費） の 構 成

品　　　　名 規　　　　格 備　　　　考

プラスチック杭 9㎝×9㎝×70㎝

又は

金属標 φ75×90㎜

所要材料費の0.5%以内

機　械　経　費 の 構  成 

品　　　　名 規　　　　格 備　　　　考

GNSS測量機 2級

雑器具費
(直接人件費+機械の損料+需用費
(材料費))の0.5%以内

ライトバン 1.5L 供用日損料

〃 〃 運行時間損料

需用費（材料費）

単位

％

数量

3.5

備　　考費　　　目

普通作業員を除く直接人件費の 3.5%

機械経費 ％ 9.5 普通作業員を除く直接人件費の 9.5%

需用費（消耗品費等） ％ 5.0 直接作業費の5.0％



都市部官民境界基本調査（電子基準点のみを与点とした場合）

調査の区分

標準作業量

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

普
通
作
業
員

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

普
通
作
業
員

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

普
通
作
業
員

計

工　程　管　理 内 1 1 1.0 1.0 1.0 1.0 2.0

計 画 内 1 1 1 1 0.3 0.3 0.5 0.5 0.3 0.3 0.5 0.5 1.6

踏査・選点 外 1 1 1 1.3 1.3 1.2 1.3 1.3 1.2 3.8

伐 採 外 1 1 2 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 1.0 2.0

埋 設 外 1 1 2 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 3.6 7.2

観 測 外 1 3 3 0.7 0.7 0.7 0.7 2.1 2.1 4.9

計 算 整 理 内 1 1 1 1 0.3 0.7 1.0 0.8 0.3 0.7 1.0 0.8 2.8

1.6 2.0 1.5 1.3 6.4

4.3 5.7 7.9 17.9

1.6 6.3 7.2 1.3 7.9 24.3

単位 数量

本 3

本 3

㍑ 30

式 1

単位 数量

台日 2.1

〃 1.3

〃 5.7

台時 11.4

式 1.0

機械経費 ％ 7.5 普通作業員を除く直接人件費の 7.5%

％ 3.5 普通作業員を除く直接人件費の 3.5%

需用費（消耗品費等） ％ 5.0 直接作業費の5.0％

各費目に対する対象金額の割合

費　　　目 単位 数量 備　　考

需用費（材料費）

作業歩掛表

都市部官民境界基本三角測量(TC) 縮　　尺 １／２５０～１／５００

１k㎡ 新点 3点（整合点検１点）
GNSSアンテナタワーなし

作業条件 平坦地

工　　程

内
外
業
別

直　接　人　件　費

編　成（Ａ） 所要日数（Ｂ） 歩　掛（（Ｃ）＝（Ａ）×（Ｂ））

内　　　　業

外　　　　業

計

需　用　費（材　料　費） の 構 成

品　　　　名 規　　　　格 備　　　　考

プラスチック杭 9㎝×9㎝×70㎝

又は

金属標 φ75×90㎜

ガソリン 2.6㍑×11.4h

雑品費 所要材料費の0.5%以内

機　械　経　費 の 構  成 

品　　　　名 規　　　　格 備　　　　考

GNSS測量機 1級

トータルステーション 2級

雑器具費
(直接人件費+機械の損料+需用費
(材料費))の0.5%以内

ライトバン 1.5L 供用日損料

〃 〃 運行時間損料



都市部官民境界基本調査（電子基準点のみを与点とした場合）

調査の区分

標準作業量

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

普
通
作
業
員

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

普
通
作
業
員

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

普
通
作
業
員

計

工　程　管　理 内 1 1 1.3 1.3 1.3 1.3 2.6

計 画 内 1 1 1 1 0.3 0.3 0.5 0.5 0.3 0.3 0.5 0.5 1.6

踏査・選点 外 1 1 1 1.6 1.6 1.4 1.6 1.6 1.4 4.6

伐 採 外 1 1 2 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 1.0 2.0

埋 設 外 1 1 2 2.3 2.3 2.3 2.3 2.3 4.6 9.2

観 測 外 1 3 3 0.7 0.7 0.7 0.7 2.1 2.1 4.9

計 算 整 理 内 1 1 1 1 0.4 0.9 1.3 1.0 0.4 0.9 1.3 1.0 3.6

2.0 2.5 1.8 1.5 7.8

5.1 6.5 9.1 20.7

2.0 7.6 8.3 1.5 9.1 28.5

単位 数量

本 4

本 4

㍑ 34

式 1

単位 数量

台日 2.1

〃 1.4

〃 6.5

台時 13.0

式 1.0

需用費（消耗品費等） ％ 5.0 直接作業費の5.0％

需用費（材料費） ％ 4.0 普通作業員を除く直接人件費の 4.0%

機械経費 ％ 6.5 普通作業員を除く直接人件費の 6.5%

作業歩掛表

都市部官民境界基本三角測量(TC) 縮　　尺 １／２５０～１／５００

１k㎡ 新点 4点（整合点検なし）
GNSSアンテナタワーなし

作業条件 平坦地

工　　程

内
外
業
別

直　接　人　件　費

編　成（Ａ） 所要日数（Ｂ） 歩　掛（（Ｃ）＝（Ａ）×（Ｂ））

内　　　　業

外　　　　業

計

需　用　費（材　料　費） の 構 成

品　　　　名 規　　　　格 備　　　　考

プラスチック杭 9㎝×9㎝×70㎝

又は

金属標 φ75×90㎜

ガソリン 2.6㍑×13.0h

雑品費 所要材料費の0.5%以内

機　械　経　費 の 構  成 

品　　　　名 規　　　　格 備　　　　考

GNSS測量機 1級

トータルステーション 2級

ライトバン 1.5L 供用日損料

〃 〃 運行時間損料

雑器具費
(直接人件費+機械の損料+需用費
(材料費))の0.5%以内

各費目に対する対象金額の割合

費　　　目 単位 数量 備　　考



調査の区分

標準作業量

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

普
通
作
業
員

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

普
通
作
業
員

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

普
通
作
業
員

計

工 程 管 理 内 1 1 0.7 1.4 0.7 1.4 2.1

計 画 内 1 1 1 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 1.2

選 点 外 1 1 1 2.4 2.4 2.4 2.4 2.4 2.4 7.2

埋 石 外 1 1 4.1 4.1 4.1 4.1 8.2

観 測 外 1 1 2 3.9 3.9 3.9 3.9 3.9 7.8 15.6

計 算 整 理 内 1 1 1 1 1.7 1.7 1.7 1.7 1.7 1.7 1.7 1.7 6.8

点 検 内 1 1 2 1.9 1.9 0.4 1.9 1.9 0.8 4.6

2.8 5.4 4.0 2.5 14.7

6.3 6.3 14.3 4.1 31.0

2.8 11.7 10.3 16.8 4.1 45.7

単位 数量

本 152

本 152

㍑ 33

式 1

単位 数量

台日 18.9

〃 6.3

〃 6.3

〃 6.3

台時 12.6

式 1

需　用　費（材　料　費） の 構 成

作業条件 平坦地、農Ⅰ、不整形地

所要日数（Ｂ） 歩　掛（（Ｃ）＝（Ａ）×（Ｂ））

内　　　　業

外　　　　業

計

〃 〃 運行時間損料

ライトバン 1.5L 供用日損料

品　　　　名 規　　　　格 備　　　　考

作業歩掛表
都市部官民境界基本調査

都市部官民境界基本多角測量(TD) 縮　　尺

工　　程

内
外
業
別

直　接　人　件　費

編　成（Ａ）

１／２５０～１／５００

１k㎡ 152点

プラスチック杭 4.5㎝×4.5㎝×45㎝

又は

規　　　　格 備　　　　考

金属標 φ50×70㎜

ガソリン 2.6㍑×12.6h

備　　考

需用費（材料費）

雑品費 所要材料費の0.5%以内

トータルステーション 2級 技師補の外業日数

機　械　経　費 の 構  成 

品　　　　名

GNSS測量機 2級

パーソナルコンピュータ

％

雑器具費
(直接人件費+機械の損料+需用費
(材料費))の0.5%以内

45.0

普通作業員を除く直接人件費の 3.5%

各費目に対する対象金額の割合

％

機械経費 ％

ネットワーク型RTK法で実施する場合は、2級GNSS測量機の数量を次のように変更する。（18.9→6.3）

3.5

5.0 直接作業費の5.0％

費　　　目 単位

需用費（消耗品費等）

普通作業員を除く直接人件費の 45.0%

数量

キネマティック法及びRTK法で実施する場合は、2級GNSS測量機の数量を次のように変更する。（18.9→12.6）



調査の区分

標準作業量

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

普
通
作
業
員

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

普
通
作
業
員

主
任
技
師

技
師

技
師
補

助
手

普
通
作
業
員

計

計 画 内 1 0.2 0.2 0.2

現地調査図等作成 内 1 1 1 3.2 3.2 13.0 3.2 3.2 13.0 19.4

関連資料収集等 内 1 1 1 1.1 2.2 2.2 1.1 2.2 2.2 5.5

0.2 4.3 5.4 15.2 25.1

0.2 4.3 5.4 15.2 25.1

単位 数量

本 *

枚 *

式 1

需用費（消耗品費等） ％ 3.0 直接作業費の3.0％

各費目に対する対象金額の割合

費　　　目 単位 数量 備　　考

アルミプレート 20㎜×20㎜ * 数量は表1を参照

雑品費

作業歩掛表
都市部官民境界基本調査

現地調査(TE)・標準 縮　　尺 １／２５０～１／５００

１k㎡　1,000筆 作業条件 標準

工　　程

内
外
業
別

直　接　人　件　費

編　成（Ａ） 所要日数（Ｂ） 歩　掛（（Ｃ）＝（Ａ）×（Ｂ））

内　　　　業

外　　　　業

計

需　用　費（材　料　費） の  構  成

品　　　　名 規　　　　格 備　　　　考

計上しない

又は

金属鋲 9㎜×43㎜ * 数量は表1を参照

又は

TR工程において図上街区点への標識等の設置を行う際に、金属鋲等を設置する場合は当該工程で材料費を計上する。

所要材料費の0.5%以内






























